
34第 回
2025年４月１日▶ 2026年５月31日

定時株主総会 招集ご通知

開催
日時

開催
場所

2026年８月27日（木曜日）

午前11時

群馬県太田市浜町10-53

株式会社早稲田学習研究会　統括本部

５階　大ホール

議決権行使期限

当日ご出席願えない場合は、書面またはインターネット等によって議

決権を行使することができますので

2026年８月26日（水曜日）午後７時まで

に議決権をご行使くださいますようお願い申しあげます。

決議事項

　第１号議案

　　　取締役（監査等委員である取締役を除く。）

　　　７名選任の件

　第２号議案

　　　監査等委員である取締役３名選任の件

目　　次

　第34回定時株主総会招集ご通知

　株主総会参考書類  

　事業報告

　計算書類

　監査報告書

【株主総会資料の電子提供制度施行について】

電子提供制度の施行に伴い、招集通知等の株主総会資料は、当

社ホームページに掲載して提供しております。なお、当社は書面

でも議決権を有する全ての株主さまに送付しております。
証券コード　5869

株式会社早稲田学習研究会

※開始時刻が前回と異なっております。お間違いのないよう
　ご注意ください。



証券コード 5869
2026年８月12日

（電子提供措置の開始日2026年８月５日）

株 主 各 位
東 京 都 中 央 区 京 橋 一 丁 目 １ 番 １ 号

八 重 洲 ダ イ ビ ル ９ 階

株式会社早稲田学習研究会
代表取締役

社長 佐 藤 誉

第34回定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚くお礼申しあげます。

さて、当社第34回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいますよう

ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては電子提供措置をとっており、インターネット上の下記ウェブサイ

トに電子提供措置事項を掲載しております。

当社ウェブサイト

https://www.wasedazemi.com/ja/ir/meeting/

また、上記のほか、インターネット上の下記ウェブサイトにも掲載しております。

東京証券取引所ウェブサイト

https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

上記ウェブサイトにアクセスして、当社名又は証券コードを入力・検索し、「基本情報」「縦覧

書類/PR情報」を順に選択のうえ、ご覧ください。

なお、当日ご出席願えない場合は、インターネット又は書面（郵送）により議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検討のうえ、「議決権行使方法のご案
内」に従って2026年８月26日（水曜日）午後７時までに議決権を行使してくださいますようお願
い申しあげます。

敬 具
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記

1. 日 時 2026年８月27日（木曜日）午前11時

（今回の定時株主総会の日が前回の定時株主総会の日の応当日と著しく離れた日とな

りましたのは、当期より事業年度の末日を３月31日から５月31日に変更したためであ

ります。また、開始時刻が前回と異なっております。お間違いのないようご注意くだ

さい。）

2. 場 所 群馬県太田市浜町10-53 当社統括本部５階 大ホール

3. 株主総会の目的事項

報告事項 第34期（2025年４月１日から2026年５月31日まで）事業報告及び計算書類

の内容報告の件

決議事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

以 上
～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申しあげます。

議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとして取り扱わせてい

ただきます。

電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。

事前参加申込および事前質問受付について

◎ご来場者数の規模に応じた適切な運営を行うため、会場出席される方には事前申込をお願

いしております。また、本株主総会の目的事項に関するご質問を事前に受付いたします。

全てのご質問に対してご回答をお約束するものではございませんので、予めご了承くださ

い。ご登録は、2026年８月24日（月曜日）午後７時までに、下記記載のインターネット上

の当社ウェブサイト専用ページにて行っていただきますよう、お願い申しあげます。

当社ウェブサイト専用ページ

https://forms.gle/KiU2AVrbXobPRGiC8
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議決権行使方法のご案内

　当日ご出席の際は、必ず株主さま（当社の議決権を有する他の

株主さま１名を代理人とする場合の当該株主さまを含む）が来場い

ただき、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

　また、代理人がご出席の際は、委任状を議決権行使書用紙と

ともにご提出ください（代理人の資格は、定款の定めにより議

決権を有する当社の株主さまに限ります)。

　なお、議決権行使書用紙をお忘れになりますと、ご入場手続

きに非常に時間を要することとなりますのでご注意ください。

インターネット

　当社の指定する議決権行使サイト(https://evote.tr.mufg.jp/)

にアクセスしていただき、行使期限までにご行使ください。

行 使 期 限

インターネットによる行使方法の詳細は次頁をご覧ください

郵送

株主総会にご出席される方

株主総会にご出席されない方

　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示の

うえ、行使期限までに到着するようご返送ください。議決

権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成

の意思表示をされたものとして取り扱わせていただきます。

行 使 期 限

2026年８月26日

（水曜日）午後７時

到着分まで

株主総会開催日時

2026年８月27日
（木曜日）午前11時

2026年８月26日

（水曜日）午後７時

行使分まで

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
◎ 受付開始時刻は午前10時30分を予定しております。
◎ 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。

また、資源節約のため、本招集ご通知をお持ちくださいますようお願い申しあげます。
◎ 法令及び当社定款第15条の規定に基づき、電子提供措置事項のうち次の事項につきましては、本招集ご通知

１頁記載のウェブサイトに掲載しておりますので、株主さまへご送付している書面には記載しておりません。
したがって、株主さまへご送付している書面は、監査報告を作成するに際し、監査等委員会及び会計監査人
が監査した対象書類の一部であります。
①会計監査人の状況 ②会社の体制及び方針 ③株主資本等変動計算書 ④計算書類の個別注記表

◎ 電子提供措置事項に修正が生じた場合は、各掲載ウェブサイトに修正内容を掲載させていただきます。
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以
降
は
画
面
の
入
力
案
内
に
従
っ
て
ご
入
力
く
だ
さ
い
。

2026年８月26日（水曜日）午後７時行使分までインターネットによる行使方法

■ パソコンによる方法

1 2
議決権行使サイトへアクセス

（https://evote.tr.mufg.jp/）

1  ｢次の画面へ｣をクリック

2    お手元の議決権行使書用紙の右下に記載された｢ログインID｣

および｢仮パスワード｣を入力

（株主総会招集の都度、新しい「ログインID」および「仮パスワード」
をご通知します。）

3  ｢ログイン｣をクリック

ログインする

受付時間 

システム等に関する

お問い合わせ

● 議決権行使サイトについて

 （1）		インターネットによる議決権行使は、パソコンまたはス

マートフォンから、当社の指定する議決権行使サイト

(https://evote.tr.mufg.jp/)にアクセスしていただくこ

とによってのみ実施可能です。（ただし、毎日午前２時30

分から午前４時30分までは取り扱いを休止します。)

 （2）		パソコンまたはスマートフォンによるインターネットの

ご利用環境やご加入のサービス、ご使用の機種によって

は、議決権行使サイトがご利用できない場合があります。

詳細につきましては、下記ヘルプデスクにお問い合わせ

ください。

● 議決権行使サイトへのアクセスに際して発生する費用について

  パソコンまたはスマートフォンによる議決権行使サイトへの

アクセスに際して発生するインターネット接続料・通信料等

は株主さまのご負担となります。

● 複数回にわたり行使された場合の議決権の取り扱い

 （1）		郵送とインターネットにより重複して議決権を行使され

た場合は、インターネットによる議決権行使を有効とさ

せていただきます。

 （2）		インターネットにより複数回にわたり議決権を行使された場

合は、最後に行使された内容を有効とさせていただきます。

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部（ヘルプデスク）

ふ0120-173-027（通話料無料） 9:00～21:00

1
2

3

QRコード読み取り機能を搭載した
スマートフォンをご利用の場合は、
右記のQRコードを読み取ってアク
セスいただくことも可能です。

「QRコード」は株式会社デンソー
ウェーブの登録商標です。

ログインID

パスワード
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■ スマートフォンによる方法

議決権行使書副票（右側）

画面の案内に従って各議案の
賛否を選択

画面の案内に従って行使完了です。

「ログイン用
QRコード」はこちら

見本

見本

QRコードを読み取る 各議案の賛否を選択議決権行使方法を選択１ ３２

スマートフォンの機種により、QRコードでのログインができない場合があります。
QRコードでのログインができない場合には、前頁のパソコンによる方法にて議決権行使を行ってくだ
さい。

お手持ちのスマートフォンにて、
同封の議決権行使書副票（右側）
に記載の「ログイン用QRコード」
を読み取る。

議案賛否方法の選択画面が表示
されるので、議決権行使方法を
選択

「ログイン用 QR コード」を読み取っていただくことで、「ログイン ID」および「仮パスワード」

を入力せずにログインすることができます。
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名選任の件

当社の取締役は、2025年６月26日開催の当社定時株主総会において選任いただいた８名のう

ち、柳澤武志氏が本年２月28日付けで辞任し、他の７名全員は本総会の終結の時をもって任期満

了となります。つきましては、取締役（監査等委員である取締役を除く。）７名の再任をお願い

いたしたいと存じます。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位 取締役会出席状況

１ 吉
よ し

原
は ら

俊夫
と し お

再 任 代表取締役会長 19回／20回

２ 佐
さ

藤
と う

誉
ほまれ

再 任 代表取締役社長 20回／20回

３ 山
や ま ざ き

崎 晴也
は る や

再 任 取締役 20回／20回

４ 植
う え

田
だ

伸広
の ぶ ひ ろ

再 任 取締役 16回／16回

５ 木
き

村
む ら

貴之
た か ゆ き

再 任 取締役 16回／16回

６ 松
ま つ

尾
お

有希
ゆ き

再 任 取締役 20回／20回

７ 川
か わ

島
し ま

渉
わたる

再 任
社 外
独 立

社外取締役 20回／20回

植田伸広氏及び木村貴之氏は、当事業年度に開催された取締役会20回のうち当人の在任期間中に開催された16回

全てに出席しました。
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取締役候補者

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の普通株式数

１

吉
よし

原
はら

俊
とし

夫
お

（1949年６月20日生）

（再任）

1987年４月 早稲田家庭教師センターを群馬県太田市にて創業

1,754,150株

1990年６月 ㈱ワセダを設立

1993年１月 ㈱早稲田学習研究会を設立、代表取締役社長

2002年４月 当社代表取締役会長兼社長

2023年６月 当社代表取締役会長（現任）

【取締役候補者とした理由】
同氏は、当社創業者として事業基盤を築き上げ当社の成長を牽引してきました。同氏のこれまでの経
験に培われた幅広い知見は、今後の当社の持続的な成長及び後進の育成のために必要であると判断
し、引き続き選任をお願いするものであります。

２

佐
さ

藤
とう

誉
ほまれ

（1977年５月19日生）

（再任）

2000年４月 当社入社

7,269株

2020年４月 当社太田校塾長

2022年４月 当社取締役

2023年６月 当社常務取締役

2025年１月 当社代表取締役社長（現任）

【取締役候補者とした理由】
同氏は、2000年に当社に入社して以来、長年に渡り事業運営に携わり、当社事業における豊富な経験
と知見を有しております。2025年１月より代表取締役社長に就任しリーダーシップを発揮し会社を牽
引してきました。今後も当社の発展と企業価値向上に寄与すると考えられることから、引き続き選任
をお願いするものであります。

３

山
やま

崎
ざき

晴
はる

也
や

（1971年４月19日生）

（再任）

1995年４月 ㈱日本債券信用銀行（現㈱あおぞら銀行）入行

3,645株

2000年６月 日本ドレーク・ビーム・モリン㈱（現パーソル
キャリアコンサルティング㈱）入社

2005年６月 三菱証券㈱（現三菱UFJモルガン・スタンレー
証券㈱）入社

2005年12月 ㈱ザ・サードプラネット（現㈱サードプラネッ
ト）入社

2015年８月 ㈱ショクカイ入社

2020年12月 当社入社 管理部長

2022年４月 当社取締役（現任）

《管掌》管理部

【取締役候補者とした理由】
同氏は、金融機関や複数の会社での管理部門での経験などから、財務及び経営管理に関する知見と高
度な知識を有しております。管理部門担当役員として当社の業務執行に参画し、職務の適切な遂行に
寄与すると考えられることから、引き続き選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の普通株式数

４

植
うえ

田
だ

伸
のぶ

広
ひろ

（1984年９月21日生）

（再任）

2007年４月 ㈱ベンチャーバンク（現㈱SUMIグループ）入社

2,507株

2012年12月 当社入社

2021年12月 当社桶川北本校塾長

2023年５月 当社上尾校塾長

2025年４月 当社運営企画部長

2025年６月 当社取締役（現任）

《管掌》運営企画部、ファースト運営部

【取締役候補者とした理由】
同氏は、2012年に当社に入社し、複数の拠点長やファースト個別部門の責任者を歴任するなど、長年
に渡り事業運営に携わってきました。これまでの現場運営・管理における豊富な経験と知見を活か
し、当社の事業推進及び企業価値向上に寄与すると考えられることから、引き続き選任をお願いする
ものであります。

５

木
き む ら

村 貴
たか

之
ゆき

（1978年１月27日生）

（再任）

2001年４月 当社入社

1,872株

2015年４月 当社太田校塾長

2024年４月 当社運営教務部長

2025年４月 当社人材開発部兼教務部長

2025年６月 当社取締役（現任）

《管掌》人材開発部、教務部、ハイ運営部

【取締役候補者とした理由】
同氏は、2001年に当社に入社し、複数の拠点長や教材開発の責任者を歴任するなど、長年に渡り事業
運営に携わってきました。これまでの運営・教務における豊富な経験と知見を活かし、当社の事業推
進及び企業価値向上に寄与すると考えられることから、引き続き選任をお願いするものであります。

６

松
まつ

尾
お

有
ゆ

希
き

（1985年４月６日生）

（再任）

2016年12月 弁護士登録

3,561株

2017年１月 森・濱田松本法律事務所入所

2019年３月 当社取締役（現任）

《管掌》法務室

2024年10月 弁護士登録抹消（当社職務専念のため）

【取締役候補者とした理由】
同氏は、大手法律事務所での経験を含め高度な法務に関する知見と知識を有しております。法務担当
役員として当社の業務執行に参画し、職務の適切な遂行に寄与すると考えられることから、引き続き
選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の普通株式数

７

川
かわ

島
しま

渉
わたる

（1972年６月23日生）

（再任）
（社外）
（独立）

1996年８月 TAC㈱入社

0株

1998年10月 宇野紘一税理士事務所（現KPMG税理士法人）入所

2000年４月 公認会計士登録

2000年10月 山田＆パートナーズ会計事務所（現税理士法人

山田＆パートナーズ）入所

2006年１月 川島公認会計士事務所 代表（現任）

2007年６月 スクエア・コンサルティング㈱ 代表取締役

（現任）

2008年４月 プラマイゼロ㈱ 監査役

2013年１月 税理士登録

2014年６月 ㈱ソフィアホールディングス 社外監査役

2014年８月 ㈱フォルム画廊 監査役（現任）

2023年３月 情報技術開発㈱（現TDI㈱）社外取締役（現任）

2024年６月 当社社外取締役（現任）

2024年８月 ㈱稲毛自動車教習所 監査役（現任）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
同氏は、公認会計士及び税理士の資格を有し複数の会社で社外役員を歴任するなど、会計及び税務に
関する豊富な経験と高度な専門的知識を有しております。その知見を活かし当社の経営に対して有益
なご意見やご指導をいただけるものと判断し、引き続き選任をお願いするものであります。

（注）１．吉原俊夫氏は、当社の大株主であり親会社等に該当します。
２．各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３．川島渉氏は社外取締役候補者であります。
４．社外取締役候補者である川島渉氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は本定
時株主総会終結の時をもって２年２か月であります。

５．当社は社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款第28条において、社外取締役と
の間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、当社と川島
渉氏との間では責任限定契約を締結しており、本議案が承認可決された場合は、当該契約を継続する予
定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は同法第425条第１項に定める最低責任
限度額としております。

６．当社は、取締役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契
約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行っ
た行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が填補
されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が負担しております。ただし、法令違反等の行為で
あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由がありま
す。本議案をご承認いただいた場合、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとなりま
す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

７．川島渉氏は、現に当社の社外取締役であり、当社は同氏を東京証券取引所の定める独立役員として指
定し届け出ており、原案どおり同氏が選任された場合、引き続き独立役員となる予定であります。
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第２号議案 監査等委員である取締役３名選任の件

本定時株主総会の終結の時をもって、監査等委員である取締役藤井智氏、鎌川拓哉氏及び吉村

祐一氏が任期満了となり、また、藤井智氏は退任いたしますので、新たに監査等委員である取締

役３名の選任をお願いいたしたいと存じます。

なお、本議案に関しましては、予め監査等委員会の同意を得ております。

監査等委員である取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番 号 氏 名 現在の当社における地位、担当 取締役会出席状況

１ 石
い し か わ

川 学
まなぶ 新 任

社 外

独 立

― ―

２ 鎌
か ま

川
か わ

拓哉
た く や 再 任

社 外

独 立

取締役（監査等委員） 20回／20回

３ 吉
よ し

村
む ら

祐一
ゆ う い ち 再 任

社 外

独 立

取締役（監査等委員） 20回／20回

候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の普通株式数

１

石
いし

川
かわ

学
まなぶ

（1966年１月21日生）

（新任）
（社外）
（独立）

1984年４月 群馬県警察

0株

2022年３月 群馬県沼田警察署副署長

2023年３月 群馬県伊勢崎警察署副署長

2025年３月 群馬県警察本部組織犯罪対策第二課長

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
同氏は、県警本部で要職を歴任し豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の内部統制シ
ステムやガバナンスの高度化に貢献し、経営に対する適切な監督を行っていただけるものと判断し、
選任をお願いするものであります。
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候補者
番 号

氏 名
(生年月日)

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
の普通株式数

２

鎌
かま

川
かわ

拓
たく

哉
や

（1968年３月１日生）

（再任）
（社外）
（独立）

1987年４月 関東信越国税局 法人税調査

0株

2005年４月 群馬県警察 財務捜査官

2020年６月 税理士登録

2020年６月 鎌川税理士事務所 代表（現任）

2021年11月 当社社外監査役

2022年６月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

2025年５月 公益社団法人桐生法人会 外部監事（現任）

2025年６月 公益社団法人被害者支援センターすてっぷぐん

ま 外部監事（現任）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
同氏は、国税局での要職を歴任後、税理士として企業税務に携わり、豊富な経験と高度な専門的知識
を有していることから、当社の経営の監視や有益な助言をいただけるものと判断し、引き続き選任を
お願いするものであります。

３

吉
よし

村
むら

祐
ゆう

一
いち

（1986年３月27日生）

（再任）
（社外）
（独立）

2012年12月 弁護士登録

0株

2013年１月 大毅法律事務所（現大総合法律事務所）入所

2016年６月 特定非営利活動法人全国小規模保育協議会

監事（現任）

2016年７月 特定非営利活動法人ソーシャルベンチャー・パ

ートナーズ東京監事（現任）

2018年２月 特定非営利活動法人がん政策サミット 監事

2022年10月 大総合法律事務所 代表（現任）

2022年11月 当社社外取締役（監査等委員）（現任）

2024年１月 株式会社STARTO ENTERTAINMENT

監査役（現任）

【社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要】
同氏は、弁護士として企業法務における豊富な経験と専門的知識を有していることから、当社の経営
の監視や有益な助言をいただけるものと判断し、引き続き選任をお願いするものであります。

（注）１．各監査等委員である取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

２．石川学氏、鎌川拓哉氏及び吉村祐一氏は監査等委員である社外取締役候補者であります。

３．社外取締役（監査等委員）候補者である鎌川拓哉氏及び吉村祐一氏は、現に当社の監査等委員である

社外取締役であり、その就任してからの年数は本定時株主総会終結の時をもって、鎌川拓哉氏は４年２

か月、吉村祐一氏は３年９か月であります。
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４．当社は社外取締役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行定款第28条において、社外取締役と

の間で任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結できる旨を定めており、当社と鎌川

拓哉氏及び吉村祐一氏との間では責任限定契約を締結しており、本議案が承認可決された場合は、当該

契約を継続する予定であります。また、石川学氏の選任が承認可決された場合は、同氏との間で同様の

契約を締結する予定であります。なお、当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は同法第425条第１項

に定める最低責任限度額としております。

５．当社は、取締役の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契

約を保険会社との間で締結しております。当該保険契約では、被保険者が会社の職務執行に関して行っ

た行為に起因して損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や争訟費用等が填補

されることとなり、被保険者の全ての保険料を当社が負担しております。ただし、法令違反等の行為で

あることを認識して行った行為に起因して生じた損害は填補されないなど、一定の免責事由がありま

す。本議案をご承認いただいた場合、各候補者は、当該保険契約の被保険者に含まれることとなりま

す。また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

６．鎌川拓哉氏及び吉村祐一氏は、現に当社の社外取締役であり、当社は両氏を東京証券取引所の定める

独立役員として指定し届け出ており、原案どおり両氏が選任された場合、引き続き独立役員となる予定

であります。また、石川学氏が原案どおり選任された場合、新たに独立役員となる予定であります。

以 上
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事 業 報 告

( 2025年４月１日から
2026年５月31日まで)

当社は、2025年６月26日開催の第33回定時株主総会の決議により、事業年度末日を従来の３月
31日から５月31日に変更いたしました。

これにより、当第34期事業年度が2025年４月１日から2026年５月31日までの14か月となったた
め、当事業年度の事業報告においては業績に関する前期比増減の記載を省略しておりますのでご
了承くださいますようお願い申しあげます。

1. 会社の現況に関する事項
（1）事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国の経済は、雇用・所得環境の改善を背景に、景気は緩やかな回
復基調で推移しました。一方で、中東情勢の緊迫化や世界的な金融資本市場の変動、継続的
な物価上昇等により、先行きは依然として不透明な状況が続いております。個人消費におき
ましては、持ち直しの動きが見られるものの、消費者マインドには弱い動きが見られ、購買
行動には慎重な姿勢が見られます。

当社を取り巻く学習塾業界におきましては、少子化が進行する中、教育関連支出全体は底
堅く推移しているものの、より高い指導品質や確実な学習成果を求める傾向が顕著となって
おります。
このような外部環境におきまして、当社は創業以来、「生徒の成績を上げる指導を通じて、

社会に貢献します」を経営理念として掲げ、「生徒第一主義」を貫いてまいりました。業界
全体が人材確保に苦慮する中、当社は全国から優秀な人材を集めており、授業を担当する教
師を全員正社員とした指導体制で他社とは一線を画す質の高い授業と徹底した面倒見の良さ
を実現しております。
当社は群馬県・栃木県・埼玉県及び東京都内に拠点を展開しております。ゼミ部門で2025

年５月に久喜校（埼玉県久喜市）、鹿沼校（栃木県鹿沼市）、本年２月に北浦和校（埼玉県さ
いたま市）、戸田校（埼玉県戸田市）の４校舎を、ファースト個別部門では本年２月に高崎
教室（群馬県高崎市）を開校した結果、当事業年度における期中平均生徒数は19,182名、当
事業年度末における拠点数は66拠点となっております。

当社の経営成績は、年度末の受験生卒業により生徒が入れ替わり、新学期がスタートする
春期を底とし、その後の新規生徒の入塾に伴い売上高が増加する季節的な変動要因がござい
ます。当事業年度は、決算期の変更に伴い14か月の期間となっておりますが、この季節性の
要因により業績が低調となる４月及び５月の数値がそれぞれ２回分含まれております。
また、当事業年度においては、将来の事業拡大に向けた投資・施策を実施しております。

当事業年度中にゼミ部門で４校舎、ファースト個別部門で１教室、合計５拠点の新規出店が

― 13 ―



あり、ハイ部門では１校舎の移転がありました。これら新規出店や移転に伴う一時的費用が
増加しております。一方、将来の事業拡大に向けた新たな集客手法を模索し、Web広告の強
化及びHPのリニューアルを実施いたしました。また2025年12月、本部体制の拡充・採用力強
化を目的とした本社の移転を行いました。さらに、本年３月には群馬県太田市の社有土地に
社宅を新築し、新入社員の受入体制を整備いたしました。

以上の結果、当事業年度における売上高は7,951百万円、営業利益は1,321百万円、経常利
益は1,325百万円、当期純利益は919百万円となっております。

部門別の経営成績は、次のとおりであります。

＜ゼミ部門＞

ゼミ部門では、当事業年度における期中平均生徒数は15,556名、売上高は5,967百万円と

なりました。

＜ハイ部門＞

ハイ部門では、当事業年度における期中平均生徒数は2,725名、売上高は1,299百万円とな

りました。

＜ファースト個別部門＞

ファースト個別部門では、当事業年度における期中平均生徒数は901名、売上高は684百万

円となりました。

（2）設備投資の状況

当事業年度中に実施しました設備投資の総額は、513百万円であります。

その主なものは、当事業年度に開校した校舎の建物や設備取得等282百万円、社宅新築に

係る建物や設備取得等146百万円、本社移転に係る設備投資等22百万円、次年度以降に開校

予定の校舎の設備取得等２百万円であります。

（3）資金調達の状況

該当事項はありません。

（4）対処すべき課題

当社は、生徒の成績を上げる指導を通じて社会に貢献していくことを経営理念に掲げ、

日々企業価値の増大を目指しております。現状の当社を取り巻く事業環境を踏まえ、以下を

課題と認識し対応に取り組んでおります。
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（教師の指導力向上）

当社は全国から優秀な人材を正社員として採用し、現場に出るまでに最低でも２か月、長

い場合には１年近くに及ぶ研修を実施することで教師の指導力維持に努めております。また

全教師に対して、定期的に生徒からのアンケート評価や講義収録映像を通じた指導力のチェ

ックを実施し、その結果を踏まえて改善指導や助言等を行っております。さらに、将来の幹

部候補の育成を視野に入れ、中堅クラスの社員教育にも注力してまいります。当社は、最も

重要な経営資源を「社員」であると考え、今後も教師の指導力向上に取り組んでまいりま

す。

（生徒への面倒見の更なる充実）

当社が掲げる生徒第一主義とは、教師が生徒一人一人に寄り添い、生徒が満足する面倒見

の良いサービスを提供していくことにあります。生徒の苦手分野については無料補習や定期

テスト対策を実施し、授業毎に宿題や小テストの採点を行うなど、生徒毎にきめ細かく対応

しております。また、クラス毎に担任制を敷き、定期的な電話フォローや三者面談を実施す

るなど、生徒・保護者との信頼関係構築にも努めております。2026年３月には、自宅学習を

多角的に支えるための新たな学習支援プログラム「Ｗスタディサポート」の導入を開始しま

した。当社は、一人でも多くの生徒の成績が上がりご満足いただけるよう、今後もサービス

品質の向上に取り組んでまいります。

（高い成長性の実現）

当社は埼玉エリアを中心とした大型校舎の出店により、事業拡大を進め高い成長を目指し

ております。出店にあたっては優良な物件とともに、優秀な教師の確保が何より重要となり

ます。現在は新卒採用を強化し、大学三年生のインターンシップから入社前の内定者研修ま

で体系的な採用プログラムを実施しております。近年は、卒塾生の新卒応募やアシスタント

教師からの正社員登用なども広がってきております。2026年３月には群馬県太田市に新築社

宅が完成し、新卒社員の受け入れ体制の整備が進みました。当社は、社員が生き生きと長く

会社で活躍できるよう、働きやすい職場環境の提供に努め人材の安定化に取り組んでまいり

ます。

（企業ブランドの向上）

当社は、他社とは差別化した独自のサービスレベルの構築を目指し、企業ブランドの確立

に取り組んでおります。独自のサービスとは、これまで当社が取り組んできた生徒対応をよ

り深化させ、結果として生徒の成績向上や合格実績を積み重ねていくことにあります。その

他、部門間のノウハウ共有による相乗効果の拡大やＩＣＴを活用したオンライン授業の展開
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など、新たな事業モデルの開拓も目指してまいります。また、コーポレートガバナンスの強

化やコンプライアンスの徹底により、企業ブランドを維持し守っていくことも重要であると

認識しており、引き続き経営体制の強化に努めてまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援を賜りますようお願い申しあげま

す。

（5）財産及び損益の状況

区 分
2022年度
第31期

2023年度
第32期

2024年度
第33期

2025年度
（当期）第34期

売 上 高 6,110,478 千円 6,463,042 千円 6,986,676 千円 7,951,022 千円

経 常 利 益 1,246,979 千円 1,436,926 千円 1,508,890 千円 1,325,788 千円

当 期 純 利 益 838,186 千円 1,073,260 千円 1,038,819 千円 919,909 千円

１株当たり当期純利益 83.31 円 106.23 円 102.37 円 91.48 円

総 資 産 8,245,019 千円 8,974,616 千円 9,314,190 千円 9,340,039 千円

純 資 産 5,856,609 千円 6,812,312 千円 7,014,190 千円 7,280,356 千円

（注）１．2023年８月15日付で普通株式１株につき普通株式50株の割合で株式分割を行っております。そのた

め、第31期の期首に当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しております。

２．第34期（当期）につきましては、事業年度の変更に伴い、2025年４月１日から2026年５月31日までの

14か月間となっております。

（6）重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 親会社等との間の取引に関する事項

該当事項はありません。

③ 重要な子会社の状況

該当事項はありません。
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（7）主要な事業内容

事 業 事 業 内 容

ゼミ部門 小中学生を対象に中学受験、高校受験対策を行っております。

ハイ部門 高校生を対象に大学受験対策を行っております。

ファースト個別部門 小中高校生を対象に個別指導を行っております。

（8）主要な事業所

＜事務所＞

名 称 所 在 地

本社 東京都中央区京橋一丁目１番１号八重洲ダイビル９階

統括本部 群馬県太田市浜町10-53

（注）当社は、2025年12月１日付をもって、本社を東京都中央区京橋一丁目１番１号八重洲ダイビル９階に移転

いたしました。

＜ゼミ部門＞

所 在 地 教室数 名 称

群馬県 12
太田校、太田校東教室、木崎校、桐生校、館林校、大泉校、前橋校、

前橋中央校、高崎校、高崎西校、伊勢崎校、渋川校

栃木県 10
足利校、足利南校、佐野校、吉水校、栃木校、小山校、宇都宮校、

宇都宮中央校、宇都宮東校、鹿沼校

埼玉県 19

熊谷校、深谷校、大宮校、北大宮校、春日部校、本庄校、越谷レイ

クタウン校、草加校、桶川北本校、川口校、西大宮校、上尾校、北

越谷校、岩槻校、坂戸鶴ヶ島校、東松山校、久喜校、北浦和校、戸

田校
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＜ハイ部門＞

所 在 地 教室数 名 称

群馬県 ６
太田ハイスクール、伊勢崎ハイスクール、前橋中央ハイスクール、

高崎ハイスクール、桐生ハイスクール、館林ハイスクール

栃木県 ５
足利ハイスクール、佐野ハイスクール、栃木ハイスクール、小山ハ

イスクール、宇都宮中央ハイスクール

埼玉県 ２ 熊谷ハイスクール、深谷ハイスクール

＜ファースト個別部門＞

所 在 地 教室数 名 称

群馬県 ３ 太田教室、前橋教室、高崎教室

埼玉県 ２ 大宮教室、越谷レイクタウン教室

東京都 ７
日本橋教室、東京教室、木場教室、白金教室、日暮里教室、三田教

室、大塚教室

（9）従業員の状況

従 業 員 数 前期末比増減 平均年齢 平均勤続年数

401（705）名 14名増（80名増） 36.5歳 7.3年

（注）１．従業員数は就業員数であり、パートは（ ）内に年間の平均人数を外数で記載しております。

２．平均年齢及び平均勤続年数は、小数点第１位未満を切り捨てて表示しております。

（10）その他会社の現況に関する重要な事項

当社は、2025年12月１日付をもって、本社を東京都中央区京橋一丁目１番１号八重洲ダイ

ビル９階に移転いたしました。
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2. 会社の株式に関する事項

（1）発行可能株式総数 40,000,000株

（2）発行済株式の総数 10,094,147株（自己株式117,103株を除く。）

（3）株主数 12,162名

（4）大株主

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社ＹＭＭ 4,535,000 株 44.93 ％

吉 原 俊 夫 1,754,150 17.38

三 木 正 浩 115,000 1.14

ワセダ従業員持株会 82,759 0.82

岩 渕 拓 72,900 0.72

森 元 正 義 23,300 0.23

池 田 耕 市 20,000 0.20

遠 藤 恭 20,000 0.20

桑 原 晃 20,000 0.20

渡 辺 武 20,000 0.20

（注）当社は、自己株式117,103株を保有しておりますが、上記大株主から除いております。ま

た、持株比率は、自己株式を控除して計算しております。
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（5）当事業年度中に職務執行の対価として会社役員に交付した株式の状況

当事業年度中に交付した株式報酬の内容は次のとおりです。

対 象 者
当社取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。以下、対象取
締役）

株 式 報 酬 枠 年額60百万円以内

各取締役に対する株式報酬額 指名報酬委員会の審議・諮問を経て、取締役会において決定

割 当 て る 株 式 の 種 類
及 び 割 当 の 方 法

当社普通株式を株式発行又は自己株式の処分の方法による

割 当 て る 株 式 の 総 数 年75,000株以内

払 込 金 額

各取締役会決議日の前営業日における株式会社東京証券取引所の当社普通株
式の終値を基礎として、対象取締役に特に有利とならない金額の範囲で取締
役会において決定

譲 渡 制 限 期 間
譲渡制限付株式の交付日から当該対象取締役が当社の取締役その他当社の取
締役会で定める地位を喪失する日まで

譲 渡 制 限 の 解 除 条 件 譲渡制限期間の満了その他本契約上の譲渡制限解除の定めに該当した場合

当 社 に よ る 無 償 取 得
譲渡制限付株式割当契約の無償取得事由の定めに該当した場合、当社は、本
割当株式を無償で取得できる

取締役、その他の役員に交付した株式の区分別合計

区分 株式数 交付対象者数

取締役（監査等委員である取締役及び社外取
締役を除く。）

11,778 株 ６ 名

社外取締役（監査等委員である取締役を除
く。）

― ―

監査等委員である取締役 ― ―
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（6）その他株式に関する重要な事項

① 自己株式の取得

当社は、資本効率の向上及び株主還元の拡充を目的として、会社法第165条第３項の規定によ

り読み替えて適用される同法第156条の定め並びに2025年１月21日開催の当社取締役会決議に

基づき、2025年４月１日から2025年４月10日までの間、市場取引により、普通株式84,000株

（発行済株式総数に対する割合0.823％）を総額84,154,200円で取得いたしました。

② 譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分

当社は、譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分について、以下のとおり実施いたしま

した。

・2025年５月15日開催の取締役会決議に基づき、2025年６月30日付で、当社の従業員７名に

対し、普通株式7,100株の処分を行っております。

・2025年６月26日開催の取締役会決議に基づき、2025年７月25日付で、当社の取締役６名に

対し、普通株式11,778株の処分を行っております。

・2026年４月20日開催の取締役会決議に基づき、2026年５月25日付で、当社の従業員82名に

対し、普通株式35,900株の処分を行っております。

③ 譲渡制限付株式の無償取得

当社は、譲渡制限付株式報酬として割り当てていた当社の普通株式について、割当対象者で

あった当社取締役の退任に伴い、譲渡制限解除事由を満たさなくなった株式について、2026

年２月28日付で、当該退任取締役１名より普通株式796株を無償で取得いたしました。

④ 単元未満株式の買取

当社は、会社法第192条第１項の規定に基づく株主からの買取りの請求により、当事業年度に

おいて普通株式50株を総額60,050円で買い取っております。
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3. 会社役員に関する事項

（1）取締役の氏名等

氏 名 地位 担当及び重要な兼職の状況

吉 原 俊 夫 代表取締役会長

佐 藤 誉 代表取締役社長

松 尾 有 希 取締役 法務室

山 崎 晴 也 取締役 管理部

木 村 貴 之 取締役 人材開発部、教務部、ハイ運営部

植 田 伸 広 取締役 運営企画部、ファースト運営部

川 島 渉 取締役

川島公認会計士事務所 代表
スクエア・コンサルティング株式会社 代表取締役
株式会社フォルム画廊 監査役
ＴＤＩ株式会社 社外取締役
株式会社稲毛自動車教習所 監査役

藤 井 智 取締役（常勤監査等委員）

鎌 川 拓 哉 取締役（監査等委員）

鎌川税理士事務所 代表
公益社団法人桐生法人会 外部監事
公益社団法人被害者支援センターすてっぷぐんま 外部監
事

吉 村 祐 一 取締役（監査等委員）

特定非営利活動法人全国小規模保育協議会 監事
特定非営利活動法人ソーシャルベンチャー・パートナーズ
東京 監事
大総合法律事務所 代表
株式会社STARTO ENTERTAINMENT 監査役

尾 中 直 也 取締役（監査等委員）

尾中直也公認会計士事務所 代表
ＯＮＫ総合会計コンサルティング株式会社 代表取締役
一般財団法人日本健康推進機構 監事
サウンドウェーブイノベーション株式会社 監査役
株式会社レボルカ 監査役

（注）１．2025年６月26日開催の第33回定時株主総会において、木村貴之氏及び植田伸広氏が新たに選任され、

就任いたしました。

２．2025年６月26日開催の第33回定時株主総会において、尾中直也氏が取締役（監査等委員である取締役

を除く。）を退任し、監査等委員である取締役に選任され、就任いたしました。
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３．2026年２月28日をもって、取締役柳澤武志氏は、辞任により退任いたしました。

４．川島渉氏、藤井智氏、鎌川拓哉氏、吉村祐一氏及び尾中直也氏は社外取締役であります。当社は、５

氏を東京証券取引所の定める独立役員として指定し届け出ております。

５．監査等委員である取締役鎌川拓哉氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有するものであります。

６．監査等委員である取締役吉村祐一氏は、弁護士の資格を有しており、法令に関する相当程度の知見を

有するものであります。

７．監査等委員である取締役尾中直也氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。

８．情報収集の充実を図り、内部監査部門等との十分な連携を通じて監査の実効性を高め、監査・監督機

能を強化するために、藤井智氏を常勤の監査等委員として選定しております。

（2）責任限定契約の内容の概要

当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役等である者を除

く。）との間に、任務を怠ったことによる会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契

約を締結することができる旨を定款で定めており、社外取締役全員と責任限定契約を締結し

ております。これは、取締役が職務を遂行するにあたり、期待される役割を十分に発揮でき

るようにすることを目的とするものです。なお、当該契約における限度額は法令の定める額

としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要

当社は、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との間

で締結しております。当該保険契約の被保険者の範囲は当社の全取締役であり、被保険者は

保険料を負担しておりません。当該保険契約により保険期間中に被保険者に対して提起され

た損害賠償請求にかかる訴訟費用及び損害賠償金等が填補されることとなります。

ただし、被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするため、当該被保険者が

法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害の場合には填補の対

象とならないなど、一定の免責事由があります。

（4）取締役の報酬等

① 取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針に関する事項

当社は、2024年６月26日開催の臨時取締役会において、取締役の個人別の報酬額の内容

に係る決定方針を新たに決議しております。当該決定方針の内容は以下のとおりです。
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イ．基本方針

当社の取締役の報酬等は、各取締役の役割、職責等を踏まえた適正な水準とすることを

基本方針とする。

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、確定額報酬である基本報酬と非

金銭報酬である株式報酬（社外取締役を除く。）とで構成する。

監査等委員である取締役の報酬は、確定額報酬である基本報酬のみで構成する。

ロ．基本報酬等の額又はその算定方法の決定方針

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の基本報酬は、役位、職責、在任年数、他

社水準、業績、従業員給与の水準等を考慮しながら、総合的に勘案して決定するものとす

る。

監査等委員である取締役の基本報酬は、監査等委員の協議により、常勤・非常勤の別、

業務分担等を総合的に勘案し、各人別の報酬額を決定するものとする。

ハ．非金銭報酬等がある場合には、その内容及び非金銭報酬等の額もしくは数又はその算

定方法の決定方針

当社の企業価値の持続的な向上を図るインセンティブを付与するとともに、株主の皆様

との一層の価値共有を進めることを目的として、取締役（監査等委員である取締役及び社

外取締役を除く。）に対し、譲渡制限付株式報酬を付与するものとする。

譲渡制限付株式報酬として付与される当社の株式は、年75,000株以内とし、その総額は

年額6,000万円以内とする。

ニ．報酬等の種類ごとの割合の決定方針

各報酬の全体に占める割合については、企業価値の持続的な向上に寄与するために最も

適切な支給割合となることを方針とし、各取締役の役位、職責、在任年数、業績等を踏ま

えた上で決定するものとする。

ホ．報酬等を与える時期又は条件の決定方針

基本報酬は月例の固定金銭報酬とする。

譲渡制限付株式報酬は、原則として取締役の任期中の職務に対する報酬として、その選

任に係る定時株主総会終結後１か月以内に開催される当社の取締役会で決議され、その決

議日の翌日から１か月以内に割り当てるものとする。

へ．各取締役の個人別の報酬等の内容の決定方法

各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬については、株主総会において決
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議された取締役報酬総額の限度内で、各取締役（監査等委員である取締役を除く。）の役

位、職責等に応じて、取締役会決議に基づきその具体的内容を決定するものとし、特定の

取締役その他の第三者にその決定を委任するものではない。

② 取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項

取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬は、2022年６月20日開催の定時株主

総会において、年額300百万円以内（決議当時の対象となる員数８名）とすること、及び

各取締役（監査等委員である取締役を除く。）に対する具体的金額、支給の時期等の決定

は、取締役会の決議によるものとしております。また、2024年６月26日開催の定時株主総

会において、当社の取締役（監査等委員である取締役及び社外取締役を除く。）に対し、

譲渡制限付株式の付与のための報酬制度を導入し、現行の取締役の金銭報酬とは別枠で年

額60百万円以内（決議当時の対象となる員数５名）とすること、及び各取締役に対する具

体的な支給時期及び配分については取締役会の決議によるものとしております。

なお、取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等の額には、使用人兼務取締

役の使用人分給与は含まないものとしております。

監査等委員である取締役の報酬は、2022年６月20日開催の定時株主総会において、年額

30百万円以内（決議当時の対象となる員数３名）とすること、及び各監査等委員である取

締役に対する具体的金額、支給の時期等の決定は、監査等委員である取締役の協議による

こととしております。

③ 当該事業年度に係る個人別報酬の内容が当該方針に沿うものであると取締役会が判断し

た理由

当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、決定された報酬等の内容が決定方

針と整合していることや、指名報酬委員会からの答申が尊重されていることを確認してお

り、取締役会は当該決定方針に沿うものであると判断しております。
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④ 取締役の報酬等の総額等

役員区分
報酬等の
総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数
（人）基本報酬

業績連動
報酬等

非金銭
報酬等

取締役
（監査等委員を除く）
（うち社外取締役）

277,218
(4,000)

265,294
(4,000)

－
11,924
（－）

９
(２)

監査等委員である
取締役

（うち社外取締役）

18,925
(18,925)

18,925
（18,925)

－ －
４
(４)

（注）１．上記の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の支給人員には、当事業年度中に退任した取締役

１名を含んでおります。

２．上記の取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び監査等委員である取締役の支給人員には、当

事業年度中に取締役（監査等委員である取締役を除く。）を退任し、監査等委員である取締役に就任し

た１名をそれぞれ含んでおります。

３．非金銭報酬等として取締役に対して譲渡制限付株式報酬を交付しております。当該株式報酬の内容及

びその交付状況は「２．会社の株式に関する事項」に記載のとおりであります。なお、表中の非金銭報

酬等は、譲渡制限付株式報酬制度に基づく当事業年度における費用計上額を記載しております。

４．上記の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の非金銭報酬等には、当事業年度中に退任した取

締役１名に対し、退任に伴い譲渡制限を解除した譲渡制限付株式（4,496株、当事業年度における費用

計上額2,131千円）を含んでおります。

５．上記以外に、2024年６月26日開催の当社第32回定時株主総会において、役員退職慰労金支給制度廃止

に伴い、打ち切り支給が承認可決され、今後、実際の退任日に支給されます。その支給予定額は取締役

（監査等委員である取締役を除く。）５名で710,138千円、監査等委員である取締役３名で2,178千円とな

っておりましたが、そのうち、当事業年度中に退任した取締役（監査等委員である取締役を除く。）１

名に対して27,187千円を支給しております。以上により、今後の支給予定額685,129千円を未払金とし

て計上しております。

（5）社外役員に関する事項

① 重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

重要な兼職の状況については「（1）取締役の氏名等」に記載のとおりであります。な

お、兼職先である各法人等と当社との間に特別な関係はございません。

② 当事業年度における主な活動状況及び果たすことが期待される役割に関して行った職

務の概要
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社外取締役 川島渉

当事業年度に開催された取締役会20回のうち全てに出席しました。主に公認会計士及

び税理士としての経験や実績に基づく専門的見地からの発言（意見・質問）を行ってお

ります。

社外取締役 藤井智

当事業年度に開催された取締役会20回のうち全てに、また監査等委員会17回のうち全

てに出席しました。県警本部での豊富な経験と幅広い見識を通して議案審議等に必要な

発言（意見・質問）を行っております。

社外取締役 鎌川拓哉

当事業年度に開催された取締役会20回のうち全てに、また監査等委員会17回のうち全

てに出席しました。主に税理士としての経験や実績に基づく専門的見地からの発言（意

見・質問）を行っております。

社外取締役 吉村祐一

当事業年度に開催された取締役会20回のうち全てに、また監査等委員会17回のうち全

てに出席しました。主に弁護士としての経験や実績に基づく専門的見地からの発言（意

見・質問）を行っております。

社外取締役 尾中直也

当事業年度に開催された取締役会20回のうち全てに、また監査等委員会17回のうち、

監査等委員に就任してから開催された12回全てに出席しました。主に公認会計士として

の経験や実績に基づく専門的見地からの発言（意見・質問）を行っております。
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4. 会社の体制及び方針

剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主の皆様に積極的に利益を還元していくことを重要な経営課題の一つとして位

置づけたうえで、将来的な事業展開及び経営基盤強化に必要な内部留保の充実を勘案し、継

続的かつ安定的な配当政策を実施することを基本方針としております。配当につきまして

は、累進的配当を予定しておりますが、毎年着実な成長により１株当たりの利益を増加させ

ていくことで、増配を継続していけるよう努めてまいります。自己株式の取得につきまして

は、株価水準、成長投資機会等を勘案して機動的に決定してまいります。

当事業年度につきましては、2026年７月15日開催の取締役会において、次のとおり剰余金

の処分に関する決議をいたしました。当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当

金27円を含め、１株当たりの年間配当金を62円（前期比７円増配）とさせていただきまし

た。

＜期末配当に関する事項＞

①株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金35円 配当総額353,295,145円

②剰余金の配当が効力を生じる日

2026年８月13日
（注）当社は、会社法第459条の規定に基づき、剰余金の配当を株主総会の決議に加えて、取締役会の決議に

よっても行うことができる旨を定款に定めており、2025年３月期の期末配当から決議機関を取締役会といた

しました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～

（注）本事業報告中の記載金額・株数は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
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貸 借 対 照 表
（2026年５月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

流動資産 3,894,899 流動負債 1,186,343
現金及び預金

売掛金

教材

仕掛品

貯蔵品

前払費用

未収入金

その他

貸倒引当金

3,193,588

9,060

28,750

2,362

30,235

117,361

507,743

6,490

△692

買掛金

未払金

未払費用

未払法人税等

契約負債

預り金

賞与引当金

その他

6,984

164,374

316,542

4,447

483,552

94,571

64,236

51,634

固定資産 5,445,139 固定負債 873,338
有形固定資産

建物

構築物

車両運搬具

工具、器具及び備品

土地

建設仮勘定

無形固定資産

ソフトウエア

電話加入権

水道施設利用権

投資その他の資産

投資有価証券

長期貸付金

破産更生債権等

長期前払費用

敷金及び保証金

繰延税金資産

貸倒引当金

4,405,686

2,337,806

100,815

686

29,317

1,869,566

67,493

18,902

16,791

399

1,710

1,020,550

599,425

740

5,029

48,667

181,275

189,407

△3,995

資産除去債務

長期未払金

その他

180,689

683,667

8,982

負債合計 2,059,682

（純 資 産 の 部）
株主資本 7,290,557

資本金

資本剰余金

その他資本剰余金

利益剰余金

利益準備金

その他利益剰余金

別途積立金

圧縮積立金

繰越利益剰余金

183,860

42,803

42,803

7,184,833

45,965

7,138,868

370,000

1,150

6,767,718
自己株式 △120,939

評価・換算差額等 △10,200

その他有価証券評価差額金 △10,200

純資産合計 7,280,356

資産合計 9,340,039 負債・純資産合計 9,340,039
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損 益 計 算 書

( 2025年４月１日から
2026年５月31日まで)

（単位：千円）

科 目 金 額

売上高 7,951,022

売上原価 4,942,439

売上総利益 3,008,582

販売費及び一般管理費 1,687,170

営業利益 1,321,411

営業外収益

受取利息 101

受取配当金 689

有価証券利息 9,036

地代家賃収入 10,631

雑収入 3,801 24,260

営業外費用

控除対象外消費税等 15,923

減価償却費 1,343

賃貸費用 1,560

雑損失 1,057 19,884

経常利益 1,325,788

特別利益

固定資産売却益 524 524

特別損失

固定資産除却損 125 125

税引前当期純利益 1,326,186

法人税、住民税及び事業税 510,699

法人税等調整額 △104,421 406,277

当期純利益 919,909
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会計監査人の監査報告書

独立監査人の監査報告書
2026年７月21日

株式会社早稲田学習研究会

取締役会 御中
應 和 監 査 法 人
東京都千代田区

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 堀 友 善

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 澤 田 昌 輝

監査意見
当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社早稲田学習研究会の2025年４月１

日から2026年５月31日までの第34期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される規
定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し

開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用にお
ける取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作

成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。

計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・ 不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基
礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統
制を検討する。

・ 経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記
事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人
の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継
続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書
類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部

統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査等委員会の監査報告書

監 査 報 告 書
当監査等委員会は、2025年４月1日から2026年５月31日までの第34期事業年度における取締役の職務の執

行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。

１．監査の方法及びその内容
監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容

並びに当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について取締役及び使用人等からその構
築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下
記の方法で監査を実施いたしました。
① 監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な

会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説
明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、業務及び財産の状況を調査いたしました。

② 会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第131
条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」(企業会計審議会)等に従って整備している旨
の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類(貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表)及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③ 内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘
すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人應和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2026年７月23日
株式会社早稲田学習研究会監査等委員会

常勤監査等委員 藤 井 智 ㊞

監査等委員 鎌 川 拓 哉 ㊞

監査等委員 吉 村 祐 一 ㊞

監査等委員 尾 中 直 也 ㊞

(注) 監査等委員藤井智、鎌川拓哉、吉村祐一及び尾中直也は、いずれも会社法第２条第15号及び第331
条第６項に規定する社外取締役であります。

以上
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会 場 群馬県太田市浜町10-53

株式会社早稲田学習研究会 統括本部 ５階 大ホール

・会場最寄駅 ：東武伊勢崎線太田駅 徒歩８分
・駐車場の数に限りがございますので、なるべく公共交通機関にてご来場いただきますようお願い申しあげます。
・株主総会会場の準備のため、ご来場者数を事前に把握したく、当日ご来場いただける方は、2026年８月24日（月曜日）
午後７時までに、インターネット上の当社ウェブサイト専用ページへの登録にご協力お願い申しあげます。



電子提供措置の開始日2026年８月５日

書面交付請求省略事項

事業報告

会計監査人の状況

会社の体制及び方針

計算書類

株主資本等変動計算書

個別注記表

（2025年４月１日から2026年５月31日まで）

株式会社早稲田学習研究会



会計監査人の状況

（1）会計監査人の名称 應和監査法人

（2）報酬等の額

報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 22,400千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 22,400千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の

監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当該事業年度に係る報酬等

の額にはこれらの合計額を記載しております。

２．当社監査等委員会は、会計監査人の報酬等について、取締役、社内関係部署及び会計監査人から必要

な資料を入手し、報告を受けたうえで、会計監査人の従前の活動実績及び報酬実績を確認し、当事業年

度における会計監査人の活動計画及び報酬見積りの算出根拠の適正性等について必要な検証を行い、審

議した結果、これらについて適正であると判断したため、会計監査人の報酬等の額について、会社法第

399条第１項の同意を行っております。

（3）非監査業務の内容

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託

しておりません。

（4）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある等、その必要があると判断した場

合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定いたしま

す。

また、監査等委員会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する

と認められる場合は、監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任します。この場

合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会におきまし

て、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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会社の体制及び方針

業務の適正を確保するための体制等の整備に関する事項

当社は、会社法及び会社法施行規則に定める「業務の適正を確保するための体制」につい

て、取締役会において決議しております。その概要は以下のとおりであります。（最終改訂

2023年６月19日）

１．取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（a）取締役及び使用人による法令及び定款の遵守を実践するため、コンプライアンスに関

する規程を定め、コンプライアンス体制の整備及び推進を図る。

（b）部署の責任者は、所管部署のコンプライアンス体制の整備及び推進に努める。

（c）法令及び定款の違反行為を予防又は早期発見するため、内部通報に関する規程を定め

る。

（d）内部監査室は、法令等遵守の状況を監査する。

（e）当社の役職員に対して、コンプライアンスに係る継続的な教育及び研修を行う。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（a）取締役の職務の執行に係る情報を含む文書等は、文書保存に関する規程を定めて管理

する。

（b）監査等委員は、取締役の職務の執行に係る情報を常時閲覧できるものとする。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（a）経営上のあらゆるリスクについては、リスク管理に関する規程を定めて対応する。

（b）リスク管理に係る体制について、継続的に改善活動を行うとともに、当社の役職員等

に対して、リスク管理に係る教育及び研修を行う。

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（a）月１回の定例取締役会のほか、必要に応じて臨時取締役会を開催し、対処すべき経営

課題や重要事項の決定について審議・検討を行い、意思決定の迅速化を図る。

５．監査等委員会の職務を補助すべき取締役及び使用人に関する事項、当該取締役及び使用

人の取締役（監査等委員である取締役を除く。）からの独立性並びに監査等委員会の当該

取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（a）監査等委員会の要請に応じて対応することとし、その場合には、監査等委員会の指揮

命令に従うものとし、取締役（監査等委員である取締役を除く。）等から指揮命令を受

けないものとする。
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６．取締役（監査等委員である取締役を除く。）及び使用人が監査等委員会に報告するため

の体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制

（a）取締役（監査等委員である取締役を除く。）は、当社に著しい損害を及ぼすおそれの

ある事実があることを発見したときは、監査等委員会に報告する。

（b）監査等委員は、取締役会その他重要な会議に出席し、当該会議にて報告を受けるとと

もに議事録等の重要な文書を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員である取締役を

除く。）及び使用人より説明を受けることができる。

７．前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを

確保するための体制

（a）監査等委員会への報告を行った者に対して、当該報告をしたことを理由として、不利

な取扱いを受けないものとする。

（b）不利な取扱いを受けないことを内部通報に関する規程に定める。

８．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る。）について

生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の

処理に係る方針に関する事項

（a）監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続その他の当該職

務の執行について生ずる費用又は債務の処理は、監査等委員からの申請に基づき適切に

行う。

９．その他当該株式会社の監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体

制

（a）代表取締役、業務執行取締役等と定期的な情報交換を行う。

（b）内部監査室と定期的な情報交換を行う。

10．財務報告の信頼性を確保するための体制

（a）金融商品取引法等に規定される財務報告の信頼性を確保するために、財務報告に係る

内部統制の体制整備、運用及び評価を継続的に行うことで、発生した不備に対して必要

な是正措置を講じる。

11．反社会的勢力排除に向けた体制

（a）当社は、反社会的勢力との関係を根絶することを基本的な方針とする。反社会的勢力

対応規程及び反社会的勢力対応マニュアルを制定、具体的な対応を社内に周知し、反社

会的勢力には毅然とした態度で対応し不当な要求には応じないものとする。
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株主資本等変動計算書

( 2025年４月１日から
2026年５月31日まで)

（単位：千円）

株主資本

資本金
資本剰余金

その他資本剰余金 資本剰余金合計

2025年４月１日残高 183,860 31,676 31,676

事業年度中の変動額

剰余金の配当

当期純利益

圧縮積立金の取崩

自己株式の取得

自己株式の処分

譲渡制限付株式報酬 11,126 11,126

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － 11,126 11,126

2026年５月31日残高 183,860 42,803 42,803
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（単位：千円）

株主資本

利益剰余金

利益準備金
その他利益剰余金

利益剰余金合計
別途積立金 圧縮積立金 繰越利益剰余金

2025年４月１日残高 45,965 370,000 1,198 6,473,702 6,890,866

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △625,941 △625,941

当期純利益 919,909 919,909

圧縮積立金の取崩 △47 47 －

自己株式の取得

自己株式の処分

譲渡制限付株式報酬

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

事業年度中の変動額合計 － － △47 294,015 293,967

2026年５月31日残高 45,965 370,000 1,150 6,767,718 7,184,833

株主資本 評価・換算差額等
純資産合計

自己株式 株主資本合計 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

2025年４月１日残高 △92,474 7,013,928 261 261 7,014,190

事業年度中の変動額

剰余金の配当 △625,941 △625,941

当期純利益 919,909 919,909

圧縮積立金の取崩 － －

自己株式の取得 △85,036 △85,036 △85,036

自己株式の処分 56,571 56,571 56,571

譲渡制限付株式報酬 11,126 11,126

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額（純額）

△10,462 △10,462 △10,462

事業年度中の変動額合計 △28,464 276,629 △10,462 △10,462 266,166

2026年５月31日残高 △120,939 7,290,557 △10,200 △10,200 7,280,356
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個別注記表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１. 資産の評価基準及び評価方法

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

① 満期保有目的の債券

償却原価法（利息法）

② その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

主として移動平均法による原価法

（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

① 教材

移動平均法

② 仕掛品・貯蔵品

個別法

２. 固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

① リース資産以外の有形固定資産

定率法によっております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに2016年４月１日以降に取得

した建物附属設備及び構築物は、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 ３～45年

構築物 ３～20年

車両運搬具 ２～６年

工具、器具及び備品 ３～15年

② リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（2）無形固定資産

定額法によっております。
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なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

３. 引当金の計上基準

（1）貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に見合う分を計上しておりま

す。

４. 収益及び費用の計上基準

授業料収入（講習会を含む）は、授業の実施月にかかる受講期間に対応して収益を計上し、教材収入は教

材提供時に、また入塾金収入は受講期間に対応して収益を計上しております。

当社の取引に関する支払条件は、通常、短期のうちに支払期日が到来し、契約に重大な金融要素は含まれ

ておりません。

取引価格は、変動対価、変動対価の見積りの制限、契約における重大な金融要素、現金以外の対価などを

考慮して算定しております。

取引価格のそれぞれの履行義務に対する配分は、独立販売価格の比率に基づいて行っており、また、独立

販売価格を直接観察できない場合には、独立販売価格を見積っております。

５. 決算日の変更に関する事項

当社は、2025年６月26日開催の第33回定時株主総会の決議により、決算日を従来の３月31日から５月31日

に変更いたしました。

この変更に伴い、当事業年度の期間は、2025年４月１日から2026年５月31日までの14か月間となっており

ます。

（会計方針の変更）

該当事項はありません。

（会計上の見積りに関する注記）

（繰延税金資産の回収可能性）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

繰延税金資産 189,407
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（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社では、将来減算一時差異の解消により、将来の税金負担額を軽減する効果を有すると認められる範囲

を回収可能性があると判断し、繰延税金資産を計上しております。具体的には、将来の一時差異解消スケジ

ュール、タックスプランニング及び収益力に基づく課税所得の見積り等に基づいて判断しております。

これらは主に取締役会で承認された事業計画を基礎として見積っておりますが、当該事業計画の主要な仮

定は、在籍生徒数の推移、生徒の一人当たりの単価、新規拠点の出店に伴う新規顧客の獲得等に基づく売上

予測であり、不確実性を伴っております。

そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際の解消時期や課税所得が見積

りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（固定資産の減損）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

有形固定資産 4,405,686

無形固定資産 18,902

投資その他の資産（※） 33,038

減損損失 －

（※）敷金及び保証金のうち、原状回復費用に充てられるため、回収が最終的に見込めないと認められる金
額となります。

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社では、学習塾事業を営んでおり、各拠点を運営していくための教室設備や土地、建物、塾生管理シス

テム等を保有しております。そのため、キャッシュ・フローを生み出す最小単位である各拠点を基本単位と

して、また処分予定資産については当該資産ごとにグルーピングを行っております。

減損の兆候が識別された資産又は資産グループについては、割引前将来キャッシュ・フローを見積り、そ

の総額が帳簿価額を下回った場合には、減損の認識をしております。減損の測定にあたっては、正味売却価

額又は使用価値のうち、どちらか高い金額を回収可能価額として使用し、これが帳簿価額を下回った部分に

ついて帳簿価額を減額し、減損損失を計上しております。

割引前将来キャッシュ・フローや使用価値の見積りで使用する将来キャッシュ・フローは、主に取締役会

で承認された事業計画を基礎として見積っておりますが、当該事業計画の主要な仮定は、在籍生徒数の推

移、生徒の一人当たりの単価、新規拠点の出店に伴う新規顧客の獲得等に基づく売上予測であり、不確実性

を伴っております。

そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際の損益やキャッシュ・フロー

が見積りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
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（資産除去債務）

（1）当事業年度の計算書類に計上した金額

（単位：千円）

当事業年度

資産除去債務 180,689

（2）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

当社では、本社及び各校舎の建物の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等につき、固定資産の除去に要

する将来キャッシュ・フローを見積り、使用見込期間に対応した割引率で割引いた金額を資産除去債務とし

て計上しております。

資産除去債務の見積りの基礎となる主要な仮定は、固定資産の除去に要する将来キャッシュ・フロー及び

使用見込期間になります。

固定資産の除去に要する将来キャッシュ・フローの見積りの主要な仮定は、主に過去における原状回復工

事の実績額や除去サービスを行う業者等第三者からの情報等に基づく予測であり、また、使用見込期間の主

要な仮定は、主に過去の使用実績に基づく予測であり、不確実性を伴っております。

そのため、将来の不確実な経済状況及び会社の経営状況の影響を受け、実際の除去費用や履行時期が見積

りと異なった場合、翌事業年度の計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（貸借対照表に関する注記）

１. 資産から直接控除した減価償却累計額

有形固定資産の減価償却累計額 1,846,887千円

（損益計算書に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本等変動計算書に関する注記）

１. 当事業年度の末日における発行済株式の数

普通株式 10,211,250株

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 87,035 84,846 54,778 117,103

（変動事由の概要）

増加数の内訳は、次のとおりであります。
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2025年１月21日開催の取締役会決議に基づく、自己株式取得による増加 84,000株

単元未満株式買取りによる増加 50株

取締役の退任に伴う譲渡制限付株式無償取得による増加 796株

減少数の内訳は、次のとおりであります。

2025年５月15日開催の取締役会決議に基づく、当社の従業員に対する報酬としての自己株式処分に

よる減少 7,100株

2025年６月26日開催の取締役会決議に基づく、当社の取締役に対する報酬としての自己株式処分に

よる減少 11,778株

2026年４月20日開催の取締役会決議に基づく、当社の従業員に対する報酬としての自己株式処分に

よる減少 35,900株

３. 配当に関する事項

（1）配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2025年５月15日
臨時取締役会

普通株式 354,347 35.00 2025年３月31日 2025年６月12日

2025年12月22日
取締役会

普通株式 271,594 27.00 2025年11月30日 2026年２月６日

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

決 議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

2026年７月15日
臨時取締役会

普通株式 繰越利益剰余金 353,295 35.00 2026年５月31日 2026年８月13日
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（税効果会計関係に関する注記）

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

減価償却費（資産除去債務） 61,086 千円

貸倒引当金 1,477 千円

賞与引当金 20,247 千円

長期未払金 215,491 千円

未払事業税 995 千円

未払事業所税 462 千円

契約負債 6,028 千円

一括償却資産 8,812 千円

減損損失 5,989 千円

未確定債務 7,046 千円

未払金 3,594 千円

前払費用 4,620 千円

株式報酬 4,585 千円

その他有価証券評価差額金 4,695 千円

繰越欠損金 107,024 千円

その他 5,222 千円

繰延税金資産 小計 457,380 千円

評価性引当額 220,408 千円

繰延税金資産合計 236,971 千円

繰延税金負債

資産除去債務 30,324 千円

減価償却中古資産 6,436 千円

圧縮積立金 529 千円

固定資産税 10,274 千円

繰延税金負債合計 47,564 千円

繰延税金資産純額 189,407 千円
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（金融商品に関する注記）

１. 金融商品の状況に関する事項

（1）金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については、元本の安全性を第一とし、流動性、収益性、リスク分散を考慮した運用を

行うものとしております。また、資金調達については株式の発行等による方針であります。なお、一部の余

剰資金については運用益を考慮して債券で運用を行っております。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である売掛金、未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、債

権管理規程に従い、管理部において、月次単位で回収状況を把握する体制としております。

投資有価証券は、株式については、市場価格の変動リスクに晒されており、当該リスクに関しては、管理

部において定期的に時価や発行体の財務状況等を把握する体制としております。債券については、格付けの

高い社債のみを対象としているため、信用リスクは僅少であります。

短期貸付金、長期貸付金は、社員に対する貸付であり、貸付先の信用リスクに晒されております。

敷金及び保証金は、貸主の信用リスクに晒されております。当該リスクに関しては、貸主の状況の変化を

把握できる体制となっております。

営業債務である買掛金、未払金、未払費用、未払法人税等、預り金は、その大半が２か月以内の支払期日

であります。また、営業債務は流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次単位で資金繰り計画を

作成するなどの方法により管理しております。

預り保証金は、不動産賃貸借契約に係る敷金及び保証金であります。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件を採用する

ことにより当該価額が変動することもあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項

2026年５月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等、次表には含めておりません（（注）をご参照ください。）。

「現金及び預金」「売掛金」「未収入金」「短期貸付金」「買掛金」「未払金」「未払費用」「未払法人税等」「預り

金」については、現金であること、及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであること

から、記載を省略しております。
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（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額

資産

（1）投資有価証券

満期保有目的の債券 505,900 490,400 △15,499

その他有価証券 78,525 78,525 ‐

（2）長期貸付金（※１） 1,950 1,929 △20

（3）敷金及び保証金 181,275 168,455 △12,820

（4）破産更生債権等 5,029 5,029 ‐

貸倒引当金（※２） △3,995 △3,995 ‐

1,034 1,034 ‐

資産計 768,685 740,345 △28,340

負債

（5）預り保証金 8,982 5,596 △3,385

負債計 8,982 5,596 △3,385

（※１）長期貸付金は、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。

（※２）破産更生債権等に対して計上している貸倒引当金を控除しております。

（注）市場価格のない株式等

（単位：千円）

区分 貸借対照表計上額

非上場株式 15,000

これらについては、「その他有価証券」には含めておりません。

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ

ルに分類しております。
レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時

価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価
レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算

定に係るインプットを用いて算定した時価
レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
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（1）時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

その他有価証券

株式 78,525 ‐ ‐ 78,525

資産計 78,525 ‐ ‐ 78,525

（2）時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

満期保有目的の債券

社債 ‐ 490,400 ‐ 490,400

長期貸付金（※） ‐ 1,929 ‐ 1,929

敷金及び保証金 ‐ 168,455 ‐ 168,455

破産更生債権等 ‐ ‐ 1,034 1,034

資産計 ‐ 660,785 1,034 661,819

預り保証金 ‐ 5,596 ‐ 5,596

負債計 ‐ 5,596 ‐ 5,596

（※）長期貸付金は、１年内回収予定の長期貸付金を含んでおります。
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（注）時価等の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その

時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している社債は、市場での取引頻度が

低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類しており

ます。

破産更生債権等

破産更生債権等については、信用リスクを個別に把握することが困難なため、貸倒引当金を信用リス

クとみなし、それを控除したものを帳簿価額とみなしており、レベル３の時価に分類しております。

長期貸付金

長期貸付金の時価は、元利金の合計額を同様の新規貸付を行った場合に想定される利率で割り引いて

算定する方法によっており、レベル２の時価に分類しております。

敷金及び保証金

敷金及び保証金は主として校舎の賃借先に差入れているものであり、その運営が長期の展開となるた

め、返還時期は長期間経過後となります。これらの時価については、返還時期の見積りを行い、返還ま

での期間に対応した国債利回りに信用リスクを加味した割引率で将来キャッシュ・フローの見積額を割

り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

預り保証金

預り保証金の時価については、返還時期の見積りを行い、返還までの期間に対応した国債利回りに信

用リスクを加味した割引率で将来キャッシュ・フローの見積額を割り引いて算定しており、レベル２の

時価に分類しております。
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（収益認識に関する注記）

１. 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

合計

ゼミ部門 5,967,489

ハイ部門 1,299,489

ファースト個別部門 684,042

顧客との契約から生じる収益 7,951,022

その他の収益 ‐

外部顧客への売上高 7,951,022

２. 収益を理解するための基礎となる情報

収益を理解するための基礎となる情報は、「重要な会計方針に係る事項に関する注記 ４.収益及び費用の

計上基準」に記載のとおりであります。

３. 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

（1）契約負債の残高等

（単位：千円）

当事業年度

契約負債（期首残高） 372,534

契約負債（期末残高） 483,552

契約負債は、顧客との契約に基づく授業料、講習会等のサービスの対価として顧客から受領する前受金

や、顧客との入塾契約に基づき受領する入塾金等の前受金に関するものであります。契約負債は、収益の認

識に伴い取り崩しされます。

当事業年度に認識した収益の額のうち期首現在の契約負債残高に含まれていた額は370,673千円でありま

す。過去の期間に充足した履行義務から当事業年度に認識した収益の額に変動はありません。
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（2）残存履行義務に配分した取引価格

残存履行義務に配分した取引価格の総額及び収益の認識が見込まれる期間は、以下のとおりであります。

（単位：千円）

当事業年度

１年以内 477,417

１年超２年以内 4,652

２年超３年以内 1,378

３年超 103

合計 483,552

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額 721円25銭

１株当たり当期純利益 91円48銭

（重要な後発事象に関する注記）

該当事項はありません。
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